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吾妻公園文化芸術施設の管理運営に係る基本的な考え方（案）について（答申） 

 

令和８年５月１日付で木更津市立図書館長から諮問のあったこのことについて、次のとお

り答申します。 

 

１ 吾妻公園文化芸術施設における図書館の専門性の位置付けについて 

・図書館は、資料の貸出にとどまらず、レファレンス（調査相談）をはじめとする高度

な専門的サービスを通じて、市民の学びと課題解決を支える社会教育施設である。 

・選書、蔵書構成、レファレンス、郷土資料の蓄積といった業務は、高度な専門性と倫

理性を要する中核的機能であり、単なる施設管理や効率性のみで評価されるべきもの

ではない。 

・吾妻公園文化芸術施設における運営検討にあたっては、この図書館の本質的価値を明

確に位置付けたうえで、図書館法の趣旨をふまえた制度設計および運営体制を構築す

べきである。 

 

２ 司書をはじめとする専門人材の継続的な配置および人材育成・継承の在り方について 

・図書館サービスの質は、設備や制度以上に、長年にわたり地域と信頼関係を築いてき

た専門人材の継続的な関与に支えられている。 

・司書の頻繁な異動や短期的な人員入れ替えは、地域との信頼関係や専門的ノウハウの

継承に影響を及ぼす。 

・そのため、司書をはじめとする新施設の専門人材については、必要な配置人数を確保

し、継続的な研修、人材育成及び知識・技術の継承が図られる体制を整備すべきであ

る。 



・その際、レファレンス等の高度な専門的サービスについては、経験を積んだ専門職員

が継続的に関与し、その判断の一貫性が保たれるよう配慮することが望ましい。 

・出向や雇用形態の変更が生じる場合においても、これまで培われてきた専門性や経験

が将来にわたり活かされるよう、配置や役割について十分配慮した体制の構築と、市

職員としての身分の明確化と将来的な復帰やキャリア形成へ配慮することが求められ

る。 

・運営主体の変更等が生じた場合においても、人材の断絶により図書館サービスが低下

することのないよう十分配慮する必要がある。 

・図書館活動を支えてきたおはなし会、点訳、音訳及びブックスタート等に代表される

ボランティアとの関係については何にも代えがたい貴重な財産である。この長年にわ

たり培われてきた信頼関係及び活動の蓄積を踏まえ、運営主体の変更時においても円

滑な引継ぎ及び継続的な協働体制が維持されるよう配慮することが必要である。 

 

３ 将来の管理運営を見据えた本質的課題への対応について 

（採算性） 

・図書館法の考え方にも示されているとおり、図書館や公民館、文化施設は、採算が取

れないことを前提に公共が担ってきた分野である。 

・採算性や稼働率といった指標は、運営を考えるうえでの参考情報ではあるものの、そ

れ自体が運営の目的とならないよう留意する必要がある。 

（継続性） 

・指定管理者制度による財団法人等を運営主体とする場合には、運営主体の変更や撤退

が生じた際にも図書館サービスの質が損なわれることのないよう、業務内容、人材、

サービスの円滑な引継ぎを制度上担保するなど、必要な備えを講じることが重要であ

る。 

・運営主体の選定にあたっては、仕様書に郷土資料の保管・管理・蓄積や、選書規定の

遵守等を明記し、採算性や稼働率といった指標のみで選書・廃棄が行われないよう定

めることが必要である。 

・特に、郷土資料（古文書・行政資料等を含む）については、その歴史的価値及び代替

不可能性に鑑み、図書館司書等の専門職員が主体的に関与して判断を行う体制を確保

するとともに、必要に応じて外部の専門的知見も活用し、その保存及び取扱いの適正

性を担保することが望ましい。また、行政資料については、個人情報等を含む場合が



あることから、法令遵守の下、責任ある管理体制において適切に取り扱う必要があ

る。 

・また、視覚障害者に対応した点字資料や録音図書についても、木更津市の特色として

蓄積されてきた資料であるため、その提供が今後も継続されるよう配慮することが望

ましい。 

・司書の有資格者の配置等、専門性を担保するための人員配置を条件とし、仕様書等に

盛り込むことが求められる。  

（点検・評価） 

・図書館運営の点検・評価については、利用者数や貸出冊数等の数値指標に加え、レフ

ァレンスサービスの状況、読書活動の推進、学校との連携、障害者サービス、地域資

料の整備状況等を含め、総合的かつ多面的に行うことが望ましい。 

・評価にあたっては教育委員会が関与し、評価結果を今後の運営改善に活用する仕組み

としてＰＤＣＡサイクル方式等を整えることが求められる。また、評価にあたって

は、司書や図書館に関連する領域の研究者等、専門家としての視点から図書館運営を

適切に見極めることができる者による評価体制を確保することが必要である。その

際、評価者の専門的知見が運営主体に比して十分でない状況が生じないよう、十分な

配慮が求められる。 

・制度移行後においては、制度全体の在り方について一定期間経過後に総合的に検証

し、必要に応じて見直しを行うことが望ましい。 

（所管及び管理運営体制） 

・吾妻公園文化芸術施設が複合施設であることを踏まえ、施設全体として効率的かつ一

体的な管理運営体制を検討する必要性は理解できる。 

・一方で、図書館は社会教育法の精神に基づく社会教育施設であり、市内唯一の公立図

書館として、市民の学問の自由を支え、生涯学習を保障する重要な役割を有してい

る。 

・そのため、施設全体の所管や管理運営体制の見直しを行う場合であっても、図書館の

専門性・継続性・公共性が損なわれることのないよう、図書館運営の基本方針や重要

事項の決定、点検・評価等について、教育委員会が継続的に関与できる仕組みを確保

することが必要である。 

・指定管理者制度を採用する場合においては、市及び指定管理者双方において図書館専

門職員（司書資格を有する者）を確保するとともに、当該専門職員が相互に連携しな



がら、選書、資料管理、郷土資料の取扱い等の重要事項に継続的に関与できる体制を

確保することが必要である。 

・その際、専門性の維持及び継承の観点から、指定管理者の運営に市職員である司書が

常時参画し関与すること（継続的な出向等を含む）を通じて、現場実務と行政的管理

の双方の視点を有する人材を継続的に確保する仕組みを検討することが望ましい。 

・図書館、地域交流センター、ホールでは社会教育的機能や文化事業機能など、求めら

れる役割や専門性の性質が異なることから、それぞれの特性に応じた人材配置及び運

営手法を確保することが必要である。 

・また、運営主体の代表者及び施設管理責任者については、各機能を総合調整できるマ

ネジメント能力を有するとともに、文化・社会教育施設の公共的役割に理解を有する

者を配置することが必要である。 

 

まとめ 

木更津市立図書館は昭和４年の開館以来、長年にわたり地域の知の拠点としての役割を

果たしてきており、令和１１年には開館１００年を迎える節目にある。 

こうした歴史と実績を踏まえ、吾妻公園文化芸術施設における図書館は、資料貸出機能

にとどまらず、市民一人ひとりの学び、交流、課題解決を支える知の拠点として発展して

いくことが期待される。 

また、ホール、地域交流センター等との連携を図ることにより、多様な世代が自然に集

い、新たな文化活動や地域交流が生まれる場となることが望ましい。 

その実現にあたっては、提案されている手法を含めいかなる管理方式の下においても、

これまでの図書館活動の中で培われてきた専門性と地域との関係性を将来にわたり継承す

る観点を踏まえ、図書館サービスの質、専門性及び継続性が確保されることを基本とすべ

きである。 

本答申は、特定の管理方式の是非のみを論ずるものではなく、吾妻公園文化芸術施設に

おいて、図書館という社会教育施設の価値を将来にわたりいかに守り育てていくかという

観点から整理したものであり、今後の検討に資する指針となることを意図している。 

教育委員会においては、本答申の趣旨を踏まえつつ、提案の趣旨や可能性にも十分配慮

し、今後の制度設計および運営体制の検討に反映されることを求める。 


